
＜改正後の「所得税法等の一部を改正する法律」（抜粋）＞

第十五条 租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）の一部を次のように改正する。

（略）

第六十八条の五中「平成三十二年三月三十一日」を「令和五年三月三十一日」に改める。
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2020年3月31日 No.493

 特別法人税の課税停止措置期限が、令和2年度税制改正大綱※1のと

おり、令和5年（2023年）3月31日まで延長されることが決定

しましたので、ご案内します。

 3月27日「所得税法等の一部を改正する法律」※2が参議院本会議

で可決、成立し、本日３月３１日に公布されました。これにより、

租税特別措置法が改正されました。
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＜現行の租税特別措置法（抜粋）＞

（退職年金等積立金に対する法人税の課税の停止）

第六十八条の五

法人税法第八十四条第一項に規定する退職年金業務等（同法附則第二十条第二項の規定により退職年金
業務等とみなされる業務を含む。）を行う法人の平成十一年四月一日から平成三十二年三月三十一日まで
の間に開始する各事業年度の退職年金等積立金については、同法第八条又は第十条の二及び同法附則第
二十条第一項の規定にかかわらず、退職年金等積立金に対する法人税を課さない。
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特別法人税の課税停止措置期限の
延長について

対
象

内
容

Ｄ
Ｂ

法
令
通
知

財
政
運
営

会
計
基
準

そ
の
他

Ｄ
Ｃ

退
職
金

そ
の
他

※1 「令和2年度税制改正大綱」
※2 「所得税法等の一部を改正する法律」

https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2020/20191220taikou.pdf
https://kanpou.npb.go.jp/20200331/20200331t00037/20200331t000370128f.html

